
２００８年１月１５日

東証第二部 （証券コード：２１５３）



株式移転後（２００８年６月）

ご 挨 拶

この度、Ｅ・Ｊホールディングス㈱は、 ㈱エイトコンサルタントの完全子会社である 新協技術コンサルタ

ント㈱を吸収分割により再編し、インフラ施設の維持管理ならびに工事の施工監理業務、いわゆるＣＭ

（Construction Management)業務および行政支援業務（発注事務所等への技術者派遣業務）を中心に

これらの業務を専門的に行う「日本インフラマネジメント㈱」を設立いたしました。

公共事業の改革に伴い、このような業務は今後大きく拡大することが予想され、Ｅ・Ｊグループである㈱

エイトコンサルタントおよび日本技術開発㈱のコンサルタント事業とのシナジー効果が大きく期待される

ことからこの再編にいたったものです。

また、これまで㈱エイトコンサルタントが行ってきた計測機器の開発、レンタル事業も日本インフラマネジ

メント㈱に移管し、従来、新協技術コンサルタント㈱が行ってきた計測、調査、建設コンサルタント事業な

ども継続して新会社において行うことにより、調査、計測、解析等の個別ツールをも活かしつつ、総合的に

インフラマネジメント（およびその支援）を行う体制が構築されます。

この事業再編により、日本インフラマネジメント㈱（新協技術コンサルタント㈱から社名変更）は

Ｅ・Ｊホールディングス㈱の完全子会社になります。

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社
代表取締役社長 小 谷 裕 司

日本インフラマネジメント株式会社
代表取締役社長 田 村 善 宣



（ 連 結 子 会 社 ）

投資効果のある新規・周辺
事業会社から設立

企業価値の向上に向けた「E・Jグループ」体制の展開
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Ｅ・Ｊホールディングス㈱Ｅ・ＪＥ・Ｊホールディングス㈱ホールディングス㈱ Ｅ・Ｊホールディングス㈱Ｅ・ＪＥ・Ｊホールディングス㈱ホールディングス㈱Ｅ・Ｊホールディングス㈱Ｅ・ＪＥ・Ｊホールディングス㈱ホールディングス㈱

持 株 会 社 設 立 (2007/6）持 株 会 社 設 立 (2007/6） （2010/6）迄 に 目 指 す 組 織 体 制（2010/6）迄 に 目 指 す 組 織 体 制新 会 社 設 立 (2008 /1）新 会 社 設 立 (2008 /1）

建設コンサルタント事業会社ならび
に新規 ・周辺事業会社として
グループ再編を行い始動する



日本インフラマネジメント株式会社の概要

岡山県岡山市田益１３８８－１本 店 所 在 地

計測・調査・解析、機器レンタル、施工監理・人材派遣、ＰＭ/ＣＭ
施設維持管理・運営管理、建設コンサルタント業、その他関係する事業

事 業 内 容

英 文 名

設 立 日 １９８０年７月１日、 ２００８年１月１５日（商号変更）

名 称 略 称 ＪＩＭＣＯ（ジムコ）日本インフラマネジメント株式会社

Ｊａｐａｎ Ｉｎｆｒａｓｔｒｕｃｔｕｒｅ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｃｏ．，Ｌｔｄ．
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純 資 産

４，５５０万円資 本 金 ９１０株発行済株式総数

３７１百万円 ４３０百万円総 資 産

代表取締役社長 田 村 善 宣代 表 者

５月３１日決 算 期 ８月中定時株主総会

従 業 員 数 ２４名

※ 純資産，総資産については、2007年11月30日現在で記載しております。



会 社 設 立 の 背 景 と 目 的

インフラは新規整備からストックのマネジメント時代に移行

インフラ資産の有効かつ効率的な活用による国および
自治体の逼迫財政への寄与
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インフラの老朽化の進展
（特に、廃棄物処理,地下鉄 等）

監理人員の減少

アセットマネジメントの要請

コスト削減インフラに関わる企業グループとして総合的に社会へ貢献

インフラマネジメント会社が必要



企画･構想支援 計画策定
基本計画
整備計画
実施計画

事業化支援
事 業 評 価
整 備 評 価
経 済 効 果
アセスメント

測量・土質調査

概 略 設 計
環 境 調 査

予 備 設 計
詳 細 設 計

現場技術業務
施 工 管 理

点 検 管 理
補 修 設 計

工 事 施 工 補 修 工 事

建設関連業の業務内容とＥ・Ｊグループ事業再編構想
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計画策定事業化 調査・設計 工 事 運営維持管理企画・構想

事 業 化 検 討

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰの
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

ｺﾝｿｰｼｱﾑ形成

Ｓ Ｐ Ｃ 形 成
Ｐ Ｍ (プロジェクトマネジメント）

建設コンサルタント会社（㈱エイトコンサルタント+日本技術開発㈱）

事 業 開 発 会 社

日本インフラマネジメント㈱：Ｊ ＩＭＣＯ

エイトグループ関係３社

建設事業の流れとＪＩＭＣＯの業務範囲

政策提言・事業計画・PI 業務等 Ｃ Ｍ アセットマネジメント

工事発注支援

工事検査支援

デザインビルド

工事詳細設計・照査
施設運営管理

デザイン・マネジメント

※ Ｃ Ｍ：コンストラクション・マネジメント
ＳＰＣ：特定目的会社



企 業 理 念

（Mission）（Mission）

私たちは、確かで優れた技術をベースに、計測からインフラの運営・管理は

もちろん地球環境保全までを対象に、美しく快適な生活環境を創造します。

また、未来にこれを継承する社会システムをいかに運営・管理するかといった

マネジメントシステムの課題に取り組み、真に豊かな社会創りに貢献します。
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Ⅲ．企業目標

売 上 高 ２０．６億円

営 業 利 益 １億円

売上高営業利益率 ５ ％

日本インフラマネジメント(株) 企 業 目 標

２０１０年 ５月期（インフラマネジメント事業）目標
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日本インフラマネジメント㈱の業務概要

機器を用いた計測・調査・解析

計測機器の開発、販売、レンタル

計測機器の設置保守、管理

建設コンサルタント支援
（報告書作成・照査業務）

ゼネコン支援
（設計、施工管理、積算業務）

設計・施工・維持管理までの
マネジメント

事業全体のマネジメント

インフラの施設維持管理

インフラの運営管理
（道路,駐車場,公園,下水処理場,

廃棄物処理施設 など）

施工監理（管理）業務

調査・設計要員の人材派遣

一般事務部門の人材派遣
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測量・補償業務
地質調査業務
建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務



① 計測・調査・解析，機器レンタル事業

無線誘導観測システム
〈全体の概要〉

車両ナンバー読取り
装置

無線誘導観測
システム

地すべり自動観測
システム

計測機器開発

ソフトウェア開発

解析

計測 調査

レンタル

販売 開発

無線誘導ボートに
ＡＤＰ超音波多層流速計と
ＲＴＫ-ＧＰＳを搭載

多層の三次元測定が可能
無人ボートによる測定（安全）

〈計測項目〉

水深

水底地形

多層三次元流向・流連

水温

水位・位置

水底地形測量

流動観測

海洋観測

河川・ダム・湖沼観測 など
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ＧＰＳ・測量機器 地質調査機器



Ⅲ．企業目標① -1 計測・調査・解析，機器レンタル事業

（当社独自の計測・分析装置）

（俯角限界）

約18m

20m
（最
大距
離）

約8.5m

1.5m

（機器の機能）
車両ナンバーの読み取り

データの集積・分析

呼出呼出

データ転
送

データ転
送

状況判断状況判断

携帯電話回線

地すべり災害等の
未然防止

斜面防災監視装置（HＭＳ）

交通特性調査

駐車場管理

廃棄物処理場等車両通行監理

など

斜面防災監視

切り土工事監理

津波監視 など

2010年5月期

目標売上高 120百万円

地すべり自動観測システム車両ナンバー読取り装置
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140km/h対応 95％以上精度 機器設置が迅速、リアルタイムでオンラインビジュアル

遠隔地からの監視



Ⅲ．企業目標② 施工監理・人材派遣事業

〈 人 材 派 遣 〉 〈施工監理（管理）〉

雇

用

契

約

労
働
者
派
遣
契
約

派遣スタッフ

社 員

契約社員

派 遣 先

官公庁

民 間

スキルの提供

仕事の指示

建設関連（技術職）
一般事務（事務職）

施工計画

11

2010年5月期

目標売上高 1,400百万円

団魂世代の大量定年退職

高齢者の引退
入 職 者 の 減 少
若手技術者の離職

技術者不足・有資格者不足

次世代の建設離れ建設産業

出
来
形
管
理

安
全
管
理

現 場 管 理 品
質
管
理

工
程
管
理

ＯＡ化支援 特殊計測基本測量



③ ＰＭ／ＣＭ事業

道路施設、公園および上下水道などの都市施設、廃棄物処理施設などの各種インフ

ラに対するＰＭ(プロジェクトマネジメント)、建設段階のＣＭ(コンストラクション

マネジメント)やこれらに関する発注者支援など関連業務の事業拡大を強力に推進
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2010年5期
目標売上高 80百万円

企画段階 計画段階 設計段階 工事発注段階 施工段階 運営管理段階

ＰＭ（Project Management)

CＭ（Construction Management)

設計発注計画

設計管理

設計者間調整

工事発注計画

調達管理

施工状況確認

請負者間調整

設計変更対応

施工条件設定

関連工事調整

工区間調整

発注者

工事請負者

ＣＭＲ（ＣＭ担当）

＜ＣＭのしくみ＞
ＣＭ業務
委託契約

工事監理



Ⅲ．企業目標④ 維持管理・運営管理事業

民間や公共団体が保有する道路施設、公園および上下水道などの都市施設、廃棄物処理

施設などの各種インフラに対する施設維持管理や運営管理により事業拡大を強力に推進

オーストラリア国のマッコーリー銀行と日本

政策投資銀行の共同出資による箱根ターンパ

イクや伊吹山ドライブウェイの有料道路事業

に対して、技術アドバイザー業務を継続して

実施 （日本技術開発において実績あり）

箱根ターンパイクにおけるファシリティマネジメント業務

商社、金融機関
からの依頼多い

道路、公園、上下水道、廃棄物処理施設

の点検、維持管理，運営管理に注力

商社、金融機関
からの依頼多い
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指定管理者制度
の民間開放

2010年5月期

目標売上高 250百万円



⑤ 旧新協技術コンサルタント㈱の従来事業

2010年5月期

目標売上高 210百万円
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公共測量,用地測量
応用測量

公共建築設計
商業建築設計
工事監理

土地調査･評価
物件調査･評価
特殊補償調査,事業損失

土木設計,下水道設計

現場計測

土質・地質調査
地下水調査,地すべり調査
ボーリング調査



◇お問い合わせ先◇
管理本部

ＴＥＬ 086-252-7520
ＦＡＸ 086-252-8918
http://www.ej-hds.co.jp



当資料に掲載されている業績見通し、その他今後の予測・戦略等に関する情報
は、当資料の作成時点において、当社が合理的に入手可能な情報に基づき、通常
予測し得る範囲内で行った判断に基づくものです。

しかしながら実際には、通常予測し得ないような特別事情の 発生または通常
予測し得ないような結果の発生等により、当資料記載の業績見通しとは異なる結
果を生じ得るリスクを含んでおります。

当社は、投資家の皆様にとって重要と考えられるような情報について、その積
極的な開示に努めてまいりますが、当資料記載の業績見通しのみに全面的に依拠
してご判断されることはくれぐれもお控えになられるようお願いいたします。

なお、いかなる目的であれ、当資料を無断で複製、または転送等を行われない
ようにお願いいたします。


